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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第58期

第３四半期
連結累計期間

第59期
第３四半期
連結累計期間

第58期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (千円) 7,706,217 8,079,064 12,069,205

経常利益又は経常損失(△) (千円) △147,500 46,226 162,293

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) △109,135 13,142 83,458

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △103,930 57,747 139,912

純資産額 (千円) 5,596,225 5,868,613 5,840,017

総資産額 (千円) 14,674,568 15,079,528 15,711,038

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は１株当たり四半期純損失金額(△)

(円) △7.48 0.90 5.72

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 38.1 38.9 37.2
 

　

回次
第58期

第３四半期
連結会計期間

第59期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 1.67 6.70
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの名称及び配列を変更しております。詳細は、

「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」の

「２．報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の推し進める経済、財政政策による円高の是

正や株価の上昇、ならびに積極的な公共投資政策による建設需要の増大などを背景に、緩やかな回復基

調で推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループ（当社および子会社）は、本年度４月からの「事業部制」の導

入に伴い、各事業部における採算管理の徹底により売上の拡大と収益の改善を推進するとともに、生産

の効率化と原価の低減を図ってまいりました。また、復興・防災などの市場の拡大が見込まれる関東以

北を営業エリアとする東日本支店において、組織再編を行うとともに人員を増強するなど、地域の需要

に対応した販売体制の強化も実施してまいりました。

当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は80億79百万円（前年同期比4.8％増）、営業利益は23

百万円（前年同四半期は１億77百万円の損失）、経常利益は46百万円（前年同四半期は１億47百万円の

損失）、四半期純利益は13百万円（前年同四半期は１億９百万円の損失）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。
　

（土木資材事業）

老朽化対策やメンテナンス事業の予算増大を背景に、主力のボックスカルバートや側溝などの製品

が顕著に売上を伸ばしたほか、防災対策事業の拡大に伴い、擁壁の販売も好調な成績を収めました。

また、東日本支店における土木製品の販売も売上に寄与したことにより、当セグメントの売上高は46

億93百万円（前年同期比9.0％増）、当セグメント利益は84百万円（前年同四半期は47百万円の損

失）となりました。
　

（景観資材事業）

主力の舗装材であるバリアフリータイプや透水・保水タイプは順調に売り上げを伸ばしたものの、

擬木や擬石などのファニチュア関連製品は発注の減少の影響などにより売上減を余儀なくされまし

た。その結果、当セグメントの売上高は23億82百万円（前年同期比2.7％減）、当セグメント損失は

72百万円（前年同期比52百万円の改善）となりました。
　

（エクステリア事業）

好調な住宅関連市場を背景に、立水栓などのガーデン製品については、品揃えや販路の拡大に注力

した結果、当セグメントの売上高は10億２百万円（前年同期比5.4％増）、当セグメント利益は11百

万円（前年同四半期は５百万円の損失）となりました。

　
第１四半期連結会計期間より、「事業部制」の導入による組織変更に伴い、従来の報告セグメントで

ある「土木事業」「都市環境事業」「エクステリア事業」を、それぞれ「土木資材事業」「景観資材事

業」「エクステリア事業」に名称変更しております。なお、報告セグメントとして開示する事業セグメ

ントの範囲に変更はありません。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。　

　

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は68百万円であります。　
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,321,000 15,321,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は1,000株で
あります。

計 15,321,000 15,321,000 ― ―
 

(注) 大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)は、平成25年７月16日付で東京証券取引所と現物市場統合し、

東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)となりました。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年12月31日 ─ 15,321,000 ─ 2,019,800 ─ 505,000
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
(注)２

普通株式
734,000

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

14,493,000
14,493 ─

単元未満株式
普通株式

94,000
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 15,321,000 ― ―

総株主の議決権 ― 14,493 ―
 

(注) １　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

２  「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社所有の自己株式であります。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己所有株式）
　　日本興業株式会社

香川県さぬき市志度
4614番地13

734,000 ─ 734,000 4.79

計 ― 734,000 ─ 734,000 4.79
 

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 908,916 940,675

受取手形及び売掛金 5,364,611 4,200,336

商品及び製品 1,035,424 1,457,711

仕掛品 72,134 80,146

未成工事支出金 31,289 10,623

原材料及び貯蔵品 195,650 201,594

繰延税金資産 21,459 26,340

その他 45,927 76,823

貸倒引当金 △11,247 △8,798

流動資産合計 7,664,167 6,985,454

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,431,037 1,369,321

土地 4,924,215 4,914,600

その他（純額） 909,586 977,116

有形固定資産合計 7,264,839 7,261,037

無形固定資産 177,339 185,905

投資その他の資産

投資有価証券 401,438 470,150

繰延税金資産 109,514 85,418

その他 125,518 138,019

貸倒引当金 △31,780 △46,456

投資その他の資産合計 604,692 647,131

固定資産合計 8,046,871 8,094,074

資産合計 15,711,038 15,079,528

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,153,255 2,633,747

短期借入金 4,901,528 4,771,598

未払法人税等 66,487 12,132

未払消費税等 62,686 23,107

未払費用 115,657 144,177

賞与引当金 38,944 43,563

その他 388,291 418,067

流動負債合計 8,726,852 8,046,394

固定負債

長期借入金 680,135 691,609

退職給付引当金 246,912 241,684

その他 217,121 231,227

固定負債合計 1,144,168 1,164,520

負債合計 9,871,021 9,210,915
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,019,800 2,019,800

資本剰余金 2,016,586 2,016,609

利益剰余金 1,801,428 1,785,398

自己株式 △73,862 △73,865

株主資本合計 5,763,952 5,747,942

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 76,064 120,670

その他の包括利益累計額合計 76,064 120,670

純資産合計 5,840,017 5,868,613

負債純資産合計 15,711,038 15,079,528

EDINET提出書類

日本興業株式会社(E01200)

四半期報告書

 9/17



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高
※１ 7,706,217 ※１ 8,079,064

売上原価
※２ 6,555,264 ※２ 6,748,215

売上総利益 1,150,952 1,330,848

販売費及び一般管理費 1,328,911 1,307,496

営業利益又は営業損失（△） △177,958 23,352

営業外収益

受取配当金 7,785 9,109

受取賃貸料 16,274 15,197

工業所有権実施許諾料 29,488 27,854

雑収入 24,408 11,181

営業外収益合計 77,956 63,343

営業外費用

支払利息 34,212 27,649

賃貸費用 7,496 6,593

雑損失 5,789 6,226

営業外費用合計 47,498 40,469

経常利益又は経常損失（△） △147,500 46,226

特別損失

減損損失 － 9,615

特別損失合計 － 9,615

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△147,500 36,611

法人税、住民税及び事業税 24,677 28,359

法人税等調整額 △63,042 △4,890

法人税等合計 △38,365 23,469

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△109,135 13,142

四半期純利益又は四半期純損失（△） △109,135 13,142
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△109,135 13,142

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 5,205 44,605

その他の包括利益合計 5,205 44,605

四半期包括利益 △103,930 57,747

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △103,930 57,747

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理

　　　四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処

理しております。

当第３四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりであります。　

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

受取手形 246,855千円 158,478千円

支払手形 371,053 325,647

その他(設備関係支払手形) 4,134 5,285
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）及び当第３四半期連結

累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）
　

※１　売上の季節的変動について

当社グループでは、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間の売上高は他の四半期連結会計

期間の売上高と比べ著しく高くなっており、第１四半期から第３四半期までの各四半期連結会計期間

と第４四半期連結会計期間の業績に季節的変動があります。

※２　当社グループ製・商品は重量物であり、運賃コストの占める割合が大きく、かつ契約は得意先現地渡

が大部分であるため、運賃は売上原価に計上しております。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおり

であります。
　

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
 至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
 至　平成25年12月31日)

減価償却費 264,561千円 269,016千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年４月27日
取締役会

普通株式 29,175 2.00 平成24年３月31日 平成24年６月11日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年４月26日
取締役会

普通株式 29,172 2.00 平成25年３月31日 平成25年６月10日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント

調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)

土木資材
事業

景観資材
事業

エクステリア
事業

合計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 4,304,278 2,450,032 951,906 7,706,217 ─ 7,706,217

セグメント間の
内部売上高又は振替高

─ 4,981 ─ 4,981 △4,981 ─

計 4,304,278 2,455,014 951,906 7,711,199 △4,981 7,706,217

セグメント損失(△) △47,460 △125,200 △5,298 △177,958 ─ △177,958
 

(注) セグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っております。

　
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント

調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)

土木資材
事業

景観資材
事業

エクステリア
事業

合計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 4,693,497 2,382,670 1,002,896 8,079,064 ─ 8,079,064

セグメント間の
内部売上高又は振替高

─ 6,304 ─ 6,304 △6,304 ─

計 4,693,497 2,388,974 1,002,896 8,085,369 △6,304 8,079,064

セグメント利益
又はセグメント損失(△)

84,351 △72,873 11,422 22,900 452 23,352
 

(注) １　セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額452千円は、セグメント間取引消去額であります。

２　セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、「事業部制」導入による組織変更に伴い、従来の報告セグメントであ

る「都市環境事業」「エクステリア事業」「土木事業」をそれぞれ「景観資材事業」「エクステリア事

業」「土木資材事業」に名称変更し、量的な重要性に基づいて配列の上、報告セグメントとして記載す

る方法に変更しております。報告セグメントとして開示する事業セグメントの範囲に変更はありませ

ん。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの名称及び配列に基

づき作成したものを開示しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額(△)及び算定上の基礎は、以下のとお

りであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額
又は１株当たり四半期純損失金額(△)

　 △7円48銭 0円90銭

 (算定上の基礎) 　 　 　

四半期純利益金額   
又は四半期純損失金額(△)

(千円) △109,135 13,142

普通株主に帰属しない金額 (千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(千円) △109,135 13,142

普通株式の期中平均株式数 (株) 14,587,124 14,586,654
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本興業株式会社(E01200)

四半期報告書

16/17



有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   中   田   　   明   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士    久    保    誉    一    印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月10日

日本興業株式会社

取締役会  御中

　

 

　

 

　

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本興業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本興業株式会社及び連結子会社の平成25
年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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